衆議院解散権をめぐる諸問題－その制限の必要性を考える― by 藤井, 正希 et al.










Problems surrounding the right to dissolve 
 the House of Representatives 







In Japan, the Prime Minister has had the power to dissolve the House of Representatives so far. However, in 
recent years, the adverse effect has become noticeable. Therefore, restrictions on the right to dissolve by the 
Prime Minister came to be discussed. Even worldwide, the Prime Minister's right to dissolve tends to be largely 













条 2項）、解散の日から 40日以内に衆議院議員総選挙を行い、その選挙の日から 30日以内に国会（い






























































れるが（３）、どちらの解散であっても手続き的には憲法 7 条 3 号により天皇の国事行為としておこな














































































































































































（The Fixed-term Parliaments Act）が成立し、首相の解散権は大きく制限されたのである［河島 2012：
4-24］。 
この任期固定制議会法では、第 1 条において、つぎの選挙の期日を 2015 年 5 月 7 日と定めるとと
もに、その後の総選挙は、直近の総選挙から 5年目の 5月の最初の木曜日に施行することとした。こ
のように、下院（庶民院）の任期は事実上 5年間に固定され、実質的に首相の自由な解散権は廃止さ
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めに野党・労働党の支持率が低いうちに選挙で勝利して政権基盤を強化すべく、労働党の協力も得て、
















































両議院の議長の意見には拘束されない。ただし、①解散にともなう下院総選挙後 1 年以内（憲法 12
条）、②大統領の非常事態権限の行使中（憲法 16条）、または③上院議長もしくは政府による大統領の
職務代行中（憲法 7条）は、下院を解散することができない。下院が解散された場合、その総選挙は、



















































まず、抜き打ち解散の合憲性が争われた苫米地事件（最高裁 1960［昭和 35］年 6 月 8 日大法廷）
がある。1952（昭和 27）年、当時の吉田茂内閣は、召集された国会の冒頭で、憲法 7条のみを根拠と
する初めての解散をおこなった。しかも、解散の持ち回り閣議には一部の閣僚の署名を欠き、解散当


















55）年 6月におこなわれた衆議院議員選挙における 3.94対 1という格差の合憲性が争われた訴訟につ
いて、最高裁は、なお定数不均衡を解消するために認められる合理的期間内として定数配分規定を合


















































い。このように、解散権を制限する傾向は世界において顕著であり、OECD 加盟 35 ヶ国の中で政府
の自由裁量による議会の解散が一般的に認められているのは、日本、カナダ、ギリシャ、デンマーク

































領は任期 4年で当然 4年ごとに改選される。アメリカにある 50州で各州から 2人ずつ選出される上院
議員は任期 6年で 2年ごとに 3分の 1ずつ改選される。各州から人口比例で 435人が選出される下院
議員は 2年ごとに全員が改選される。よって、アメリカでは、2年に一度は必ず何らかの国政選挙（大
























































機能説があり、②否定説も有力である。砂川事件（最高裁 1959［昭和 34］年 12月 16日大法廷判決）
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